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研修会（第 1 回：平成 23 年 2 月） 








(2)  グループワーク（120 分） 
(3)  助言と今後の保健所を中心とした活動（60 分） 
保健所における特定給食施設の災害対策の現状 
 
























研修会（第 2 回：平成 24 年 2 月） 
(1)  シンポジウム（100 分） 
「特定給食施設における平常時からの災害対策」 













ホームページより行い，その結果をもとに 1 日 1 食
を基本とする通所型施設（以下「通所型」と略）と 















H22 年度 H24 年度 H22 年度 H24 年度
学校 11 10     
病院     28 24
介護老人保健施設     14 11
老人福祉施設   2 45 45
児童福祉施設 67 73 6 7
社会福祉施設 1 1 24 11
事業所 36 22   5
寄宿舎     2 1
矯正施設     1 1
自衛隊 1     2
一般給食センター 4 6   1
その他   1   2
   計 120 115 120 110
 
表 2 調査期間及び回収率 
調査期間 回収率 
平成 22 年度 平成 22 年 12 月～ 平成 23 年 2月 75.0% 

















   備蓄の整備 
  ・食料・水・食器・熱源等の備蓄 
  ・必要量・納入方法の検討 
  ・保管場所の検討 
  ・施設外備蓄について 
   備蓄の運用 
  ・非常時用献立作成や平常時の活用 
以下，本稿では，1.災害時対応マニュアルの整備 2.
災害時対応マニュアルの体制強化方策 3.備蓄等災害








の詳細を調べ，その結果を図 3，4，5 に示した。 
 
 




















図 2 通所型・入所型別のマニュアルの有無 
 
 
図 3 通所型のマニュアル内容の整備状況 
 
まず，マニュアルがあると答えた施設（全体）は，
22 年度では 92 施設（38.3％），24 年度では 102 施設 
（46.4％）に増加していた。 
次に通所型・入所型別にみると，通所型でマニュ
アルがあると答えた施設は 22 年度では 30 施設
（25.0％），24 年度では 27 施設（24.1％）だった。入
所型でマニュアルがあると答えた施設は 22 年度では 








は，22 年度では 29 施設（96.7％），24 年度では 24 施
設（92.3％）だった。給食提供に関しては，22 年度
では 25 施設（83.3％），24 年度では 24 施設（88.9％）， 
 
図 4 入所型のマニュアル内容の整備状況 
 
 
図 5 マニュアル 5項目全体の整備状況 
 
外部との連絡体制に関しては，22 年度では 26 施設
（86.7％），24 年度では 23 施設（88.5％），初期対応
に関しては，22 年度では 25 施設（83.3％），24 年度
では 25 施設（92.6％），衛生管理に関しては，22 年
度では 23 施設（76.7％），24 年度が 15 施設（57.7％）
だった。 
入所型で連絡・指示体制に関して整備していると
答えた施設は，22 年度では 57 施設（91.9％），24 年
度では 67 施設（91.8％）だった。給食提供に関して
は，22 年度では 57 施設（91.9％），24 年度では 70 施
設（97.2％），外部との連絡体制に関しては，22 年度
では 53 施設（85.5％），24 年度では 62 施設（87.3％）
だった。初期対応に関しては，22 年度では 52 施設
（83.9％），24 年度では 64 施設（87.7％）だった。衛




























































































































































































整備している施設は，通所型は，22 年度では 23 施設 
（76.7％），24 年度では 14 施設（51.9％）と減ってい
た。入所型は，22 年度では 29 施設（47.5％），24 年
度では 41 施設（56.9％）増加していた。 
 




図 6 マニュアルの検討の有無 
 
 
図 7 通所型のマニュアルの強化体制 
 
図 8 入所型のマニュアルの強化体制 
 
マニュアルについて検討する場があると答えた施
設は，通所型が 22 年度では 31 施設（40.8％），24 年
度では 33 施設（53.2％），入所型が 22 年度では 66 施









っているか」の 4 項目についてみた。 
通所型でマニュアル内容について，栄養管理部署
内をはじめ，施設全体で共有している施設は，22 年 
度では 22 施設（71.0％），24 年度では 23 施設（69.7％）
だった。栄養管理部署内において訓練や研修を行な
っている施設は，22 年度では 18 施設（58.1％），24
年度では 23 施設（69.7％），施設全体において，日頃
から計画的に訓練や研修を行っている施設は，22 年
度では 24 施設（77.4％），24 年度では 30 施設（90.9％）
だった。マニュアルに基づき，地域や外部も参加し
た訓練や研修を行っている施設は，22 年度では 6 施




度では 49 施設（74.2％），24 年度では 54 施設（75.0％），
栄養管理部署内において訓練や研修を行なっている
施設は，22 年度では 39 施設（59.1％），24 年度では
46 施設（63.9％），施設全体において，日頃から計画
的に訓練や研修を行っている施設は，22 年度では 64
施設（97.0％），24 年度では 62 施設（86.1％）であっ
た。マニュアルに基づき，地域や外部も参加した訓
練や研修を行っている施設は，22 年度では 31 施設
（47.0％），24 年度では 23 施設（31.9％）と減少して
いた。    
   
３. 備蓄等災害時食料の確保 
備蓄の整備に関する結果を図 9，10 に，その詳細
を表 3，4 に表した。また，備蓄日数についての結果 
を図 11，12 に示した。 
通所型で災害時において給食を提供するために必
要な食料，水，食器，熱源等が施設内に備蓄されて































































































































































































































































































































































































































































表 3 通所型の備蓄の整備状況の詳細 




H22 120 12 10.0 108 90.0
**





H22 120 28 23.3 92 76.7
***





H22 120 22 18.3 98 81.7
n.s
H24 115 12 10.4 103 89.6
χ2検定，***:p<0.001，**:p<0.01，n.s：有意差なし 
 
表 4 入所型の備蓄の整備状況の詳細 
 




H22 120 40 33.3 80 66.7
n.s





H22 120 46 38.3 74 61.7
n.s





H22 120 27 22.5 93 77.5
*




図 11 通所型の備蓄日数の状況 
 
図 12 入所型の備蓄日数の状況 
 
入所型で「備蓄に関する項目すべてを網羅してい 
る施設」は，22 年度では 40 施設（33.3％），24 年
度では 50 施設（45.5％），「備蓄品 4 種類すべてそろ
えている施設」は 22 年度では 46 施設（38.3％），24
年度では 53 施設（48.2％），「備蓄の検討をしている
が実際に備蓄ができていない施設」は，22 年度では






は 22 年度（25.0％），24 年度（24.1％）と，あまり差
が見られなかった。しかし，入所型では 22 年度
（52.1％），24 年度（69.4％）と，増加していた。こ


























































































22 年度で 40.8％，24 年度で 53.2％であり，増加傾向
であることがわかった。さらに，マニュアル共有に
向けた体制強化において，「地域や外部も参加した訓
練や研修を行っている施設」も，22 年度で 6 施設
（19.4％），24 年度で 18 施設（54.5％）であり，増加


















































12 において，3 日以上の備蓄がある通所型は，22 年




















































































































The current state of health crisis management at  
Specified Food Service Facilities managed 
 by Public Health Centers. 
 
Masaki CHIBA *  
 
Department of Social Welfare, Faculty of Health and Welfare Science, Nayoro City University， 
 
Abstract: Health Crisis management duties relating to specific food preparation and distribution facilities managed by 
Public Health Centres have been announced by the Ministry of Health, Labour and Welfare. According to these 
guidelines, nutritionally balanced meals should be safely provided, even in disaster situations. Therefore, such facilities 
should be prepared for disaster at all times and they should not neglect to ensure that they are able to provide help to each 
other in times of emergency. In this regard, after carrying out an assessment on the disaster preparation of some of these 
facilities in the city of Hamamatsu in Shizuoka Prefecture, results suggest that the organizational abilities of Registered 
Dietitians in Public Health Centres play a very important role in disaster prevention training, which involves both 
regional and external participants. 
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